
 

令和７年１２月３日 

危 機 管 理 部 

 

令和７年度世田谷区災害時物資配送訓練の実施報告について 

 

 

１ 主旨 

令和７年度世田谷区災害時物資配送訓練の実施結果について報告する。 

 

２ 訓練の結果概要 

（１）訓練目的 

世田谷区の災害時物資配送計画（令和７年３月策定）に基づく、国・都の支援

物資及び区の広域用防災倉庫の備蓄物資等を指定避難所に配送する一連の流れ等

について、区及び災害時協定締結事業者・協定締結大学、また、関係機関が連携

して実動訓練を行い、更なる物資供給体制の強化に資する。 

 

（２）訓練日時 

令和７年１０月１１日（土）８：００～１３：００ 

※「北沢地区防災訓練」と共同で企画・実施した。 

 

（３）訓練場所 

NO 場 所 備 考 

１ 世田谷区役所東棟３Ｆｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝﾙｰﾑ 災対物資管理部本部運営 

２ ヤマト運輸 羽田クロノゲート 地域内輸送拠点（第１順位）運営 

３ ヤマト運輸 成城営業所 羽田クロノゲートからの中継 

４ 国士舘大学 地域内輸送拠点（第２順位）運営 

５ 野毛広域用防災倉庫 物資積載・運搬 

６ 北沢中学校 指定避難所での物資受領 

 

（４）主な訓練内容 

首都直下南部地震（都心南部直下型地震（M7.3））の想定（発災後１２時間）

の下、物資配送の重要な部分である「災対物資管理部本部運営」、「協定締結事業

者等による配送」、「連絡・情報共有要領」等の基本的事項に重点を絞り込み、実

施した。 

①関係災対各部等の職員の対応能力及び危機管理意識の向上 

 

②災対物資管理部本部運営内容及び各物資の主要な一連の流れ（手順）等の確認

及び検証による実効性の向上 
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NO 区 分 内 容 

１ 災対物資管理部本部運営 状況把握、状況判断、関係部署との連携等 

２ 区の備蓄物資 広域用防災倉庫から指定避難所への配送 

３ 国・都からの支援物資 羽田クロノゲートから指定避難所への配送 

４ 国・都以外からの支援物資等 国士舘大学から指定避難所への配送 

５ 連絡・情報共有 

・国の新物資システム(B-PLo)運営 

・区の総合防災情報システム運営 

・ＭＣＡ無線機やメールグループでの通信 

※別紙 1「実動訓練対象のイメージ」を参照 

 

③災害時協力協定締結事業者・大学、関係機関（警察、自衛隊）との連携強化 

 

（５）参加者等の実績 

参加者 人数等 

①区職員 

（５６名） 

災対統括部（広報広聴課含む） １５名 

災対物資管理部 ２２名 

災対地域本部 １９名 

②災害時協力協定 

締結事業者 

（５団体２１名）  

ヤマト運輸株式会社南東京主管支店 ３名（２t ﾄﾗｯｸ１台） 

東京都トラック協会世田谷支部 ４名（２t ﾄﾗｯｸ１台） 

赤帽首都圏軽自動車運送協同組合 ４名（軽ﾄﾗｯｸ１台） 

世田谷リサイクル協同組合 ４名（２t ﾄﾗｯｸ１台） 

ＪＰロジスティクス株式会社 ６名 

③災害時協力協定 

締結大学（２名） 

国士舘大学（地域内輸送拠点）  ２名 

④関係機関 

（６名） 

北沢警察署 ２名（警備車１台） 

陸上自衛隊第１普通科連隊 ４名（小型１台） 

（中型１台） 

※北沢中学校では、北沢地区の町会、自治会、商店街振興組合等の１１個団体、

約１２０名が配送車及び物資の現物を確認した。 

 

（６）実施成果 

①全般 

当日は小雨となり北沢地区防災訓練は雨天プログラムで実施されたが、本訓練

は実施計画通りに行うことができた。特に北沢地区防災訓練参加者や消防団等約

１２０名に向けて、配送した区備蓄物資の品目・数量を現地現物にて示したこと

で、区の災害対策への理解を促進できた。 

区民からも「赤帽、ヤマト運輸、陸上自衛隊普通科連隊の車両が加わったこと

で災害対応の実際について現実味が湧いた」との意見があった。 

 

②関係災対各部等の職員の対応能力及び危機管理意識の向上 

一連の訓練状況の下に、具体的な状況把握要領や協定締結事業者等との電話及

びメールを通じた連携を実体験するとともに、管理職においては状況判断要領等

について理解を深め、その能力を向上させることができた。 

また、それぞれの職責の理解や実体験を通じた危機管理意識を深めた。 
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③災対物資管理部本部運営内容及び各物資の主要な一連の流れ（手順）等の確認

及び検証による実効性の向上 

区職員や協定締結事業者等は、事前準備、本部運営、倉庫からの運び出し、積

載、道路や避難所などの情報収集・共有、配送、警察との連携、災害対応時の体

制などの基本的事項について確認し、理解を深めた。 

また、国の新物資システム(B-PLo)運営、区の総合防災情報システム運営、Ｍ

ＣＡ無線機やメールグループでの実務を通じて、タイムリーな情報共有の難しさ

を実体験するとともに、その重要性を再確認できた。 

各配送事業者からは、災害時の物資配送の実際的な手順を具体的に確認でき

た、実際に備蓄物資を積載した訓練は初めてであり良い経験になった、トラック

への積載は卸下するときのことも考えればパレットは使用せず箱積みとすべきで

はないか等の意見があった。 

 

④災害協力時協定締結事業者・大学、関係機関（警察、自衛隊）との連携の強化 

災対物資管理部本部運営や配送を通じて、お互いが顔の見える関係の中で相互

理解を深め、信頼関係を高めることができた。 

世田谷リサイクル協同組合からは、災害時の交通規制下にあっても物資配送に

支障が生じないよう、災対物資管理部と連携のうえ、東京都公安委員会に緊急通

行車両・緊急輸送車両の「標章」及び「証明書」の事前交付手続きを行い、８１

台分の「標章」及び「証明書」を受領できたことで、組合員及び従業員一同、気

を引き締めたとの意見があった。 

 

※ 当日の様子は別紙２を参照。 

 

３ 主な課題及び来年度の訓練 

（１）主な課題 

参加者との振り返りにより、以下の課題があがった。 

①災対物資管理部本部運営訓練の継続 

必要な資器材の準備、クロノロジーの要約要領、迅速な電話での情報共有要

領、総合防災情報システムや新物資システム(B-PLo)への習熟が重要である。 

 

②情報収集手段の改善 

ＭＣＡ無線機の使用に課題があることを踏まえ、更なる習熟が必要である。ま

た、業者との情報共有（メールグループ）や連絡員の運用などの更なる具体化が

必要である。 

 

③羽田クロノゲートとの連携要領の検討 

災対物資管理部が連絡員を派遣する必要性を含めた、ヤマト運輸株式会社との

連携要領の強化が必要である。 
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④区の備蓄物資管理業務委託会社との更なる連携強化 

災対物資管理部や物資配送業者との連携要領の習熟が重要である。 

 

⑤平素の業務と訓練準備・実施との両立 

区職員の平素の業務も考慮しつつ、より効率的・効果的な訓練実施要領の検討

が必要である。 

 

⑥災害時物資配送計画への反映 

本訓練の成果や備蓄物資管理業務委託の成果を同計画に反映する。 

 

（２）来年度の訓練 

以下の内容を主体に、検討を進める。 

①本部運営訓練で、道路啓開などの困難性の高い状況を取り入れる。 

②施設使用要領を試行・作成するための地域内輸送拠点訓練を実施する。 

③協定事業者が広域用防災倉庫の位置や倉庫内を確認する。 

④避難所での備蓄物資受け入れを行う。 
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実動訓練対象のイメージ   凡例                                                                         別紙１ 

 世田谷区物資配送訓練における配送の流れ 

H）eisei   

 

羽田クロノゲート 
（地域内輸送拠点第 1順位） 

 

協定締結自治体・他自治体 

避難所 
96 か所 

広域用防災倉庫 
16 か所 

国
・
都
か
ら
の
支
援
物
資 

避難所 

区
の
備
蓄 

２日目～３日目 

ヤマト運輸 
各営業所 

避難所 

国
・
都
以
外
か
ら
の
支
援
物
資
・
義
援
物
資 

協定事業者 

東京都 

トラック協会等 

ヤマト運輸 

１日目 

●食料 5,300食 

（ビスケット、アルファ米、おかゆ） 

●毛布 500枚 

●携帯トイレ 3,000枚ほか 

※１か所あたり 

大蔵第 2、国士舘、ヤマト成城支店 
（地域内輸送拠点第 2順位） 

） 

避難所 

●食料 317,000食 

（ビスケット、アルファ米、おかゆ） 

●毛布 21, 840枚 

●携帯トイレ 22,400枚ほか 

※合計値 

（区民会館・協定締結大学） 

プッシュ型 プッシュ型 

国 

 

都 

都備蓄倉庫 

発災 

広域輸送基地 

・陸上輸送基地 

（京浜トラックターミナル等） 

・海上輸送基地 

・航空輸送基地 

・水上輸送基地 

避難所 （区民会館・協定締結大学） 

協定締結事業者・民間事業者からの調達・義援物資 
避難所 区民会館・協定締結大学 

避難所用備蓄倉庫の備蓄物品を使用する。 

 

基本 8品目（食料、毛布、

ミルク、子供用おむつ、大

人用おむつ、携帯・簡易ト

イレ、トイレットペーパ

ー、生理用品）、冷房機

器、マスク、消毒液など 

協定事業者・自衛隊 
 

羽田クロノゲートが使用できない場合 

大蔵第 2、国士舘、ヤマト成城支店 
（地域内輸送拠点第 2順位） 

） 

災対地域本部 ・災対地域本部 
・拠点隊(まちづくりセンター) 

災対物資管理部 災対地域本部 

災対物資管理部 
 

災対地域本部 

上用賀防災拠点(仮） 

個人からの支援の受入れ 

については義援金を原則 

とする。 

ヤマト運輸 

協定事業者・自衛隊 

災対物資管理部 

災対地域本部 

 

協定事業者・自衛隊 
 

上用賀防災拠点(仮） 

上用賀防災拠点(仮） 

●災対物資管理部本部の運営(ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝﾙｰﾑ) 

・8:00本部運営開始(状況把握・状況判断・配

送指示・報告受・都や関係機関との連携等) 

●協定締結事業者と連携し、広域用防災倉庫
(１か所)から指定避難所（北沢中）への配送 
・9:00積込み、10:30出発、11:16北沢中着 
・携帯トイレ 10,000枚、毛布 2,000枚、 
テント 60台、ベッド 60台の配送 

・配送事業者は、赤帽首都圏軽自動車運送協
同組合、世田谷リサイクル協同組合、トラック
協会世田谷支部 

●羽田クロノゲートから成城営業所への配送
（設想） 
・9:00出発、10:00営業所到着、 

●成城営業所から指定避難所（北沢中）への配 
送 
・10:30営業所出発、11:20北沢中着 
・ビスケット 3,000食、アルファ米 3,000食
の配送 

・配送事業者はヤマト運輸株式会社 

●国士舘大学（地域内輸送拠点第２順位）から
指定避難所への配送 
・9:00 荷捌き・積込み、10:30 出発、11:22
北沢中着 
・区内の民間企業からの支援物資(参加者等
への啓発物品 350セット)の配送 

・配送は、陸上自衛隊(第１普通科連隊) 
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別紙２ 

訓練の状況 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 災対物資管理部 本部運営 

企画・災対物資管理部間の認識合わせ 

避難所等の状況把握（発災後約１２時間） ＭＣＡ無線による羽田クロノゲートとの通信 

災対物資管理部本部運営(情報収集・共有) 

道路状況や避難所情報の集約・分析 協定事業者間の認識合わせ・配送調整等 

6



 
別紙２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 物資積込・配送 

配送された物資の現物確認 

物資について説明を受ける区民 

国士舘大学での支援物資の積載 

関係機関等との連携 

北沢中学校に全車到着 

テント・ベッド（各 60台）等の積載状況 

発災後の交通規制への対応(井の頭通り) 

都の物資(ﾋﾞｽｹｯﾄ・ｱﾙﾌｧ米(各 3000食)の輸送 
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